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殊考資料 1

○山口県地方薬事審議会設置条例

昭和三十六年二月二十八 日

山口県条例第王号

(設置 )

第一条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 (昭和三十五
年法律第百四十五号)第二条第一項の規定に基づき、山口県地方薬事審議会 (以下 「審議

会」という。)を置く。

(所掌事務)           .
第二条 審議会は、知事の諮問に応 じ、次の各号に掲げる事項について調査審議する。
下 薬事衛生の指導に関する事項                      、

二 薬事衛生に関する知識の普及に関する事項
三 医薬品等の取扱いの適正化に関する事項
四 前三号に掲げる事項のほか、薬事に関する重要事項

(組織)

第二条 審議会は、委員十二人以内で組織する。

(委員)

第四条 委員は、次に掲げる者について、知事が委口届し、又は任命する。
一 学識経験を有する者 五人以内
二 薬事に関する業務に従事する者 五人以内
三 消費者の意見を代表する者 二人以内
四 関係行政機関の職員 す人
2 前項第一号から第二号までに掲げる者である委員の任期は、二年とする。ただし、補欠
の委員の任期は、前任者の残任期間とする。     コ

(会長 )

第二条 審議会に会長を置く。
2 会長は、委員が互選する。
3 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
4 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ委員のうちから互選された
者がその職務を代理する。

(会議)

第六条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。
2 会議の議長は、会長をもつて充てる。
3 会議は、委員の三分の二以上の者が出席しなければ、開くことができない。
4 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは 議ヽ長の決するところ
による。                                   ・
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(専門委員)

第七条 専門の事項を調査させるため必要があるときは、審議会に二人以内の専門委員を
置くことができる。

2 専門委員は、学識経験を有する者及び関係行政機関の職員のうちから、知事が委嘱 し、
又は任命する。

(幹事)

第人条 審議会に幹事若千人を置く。
2 幹事は、県職員のうちから、知事が命ずる。
3 幹事は、審議会の所掌事務について、委員を補佐する。

(知事への委任)

第九条 この条例に定めるもののほか、審議会について必要な事項は、知事が定める。

1付 則

1 この条例は、昭和三十六年四月■ 日から施行する。
(昭二人条例二五 。一部改正)

2 昭和三十八年十二月二十一 日までに新たに委嘱され、又は任命される第四条第二項第す
号から第二号までに掲げる者である委員の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同

年同月同日までとする。               .
(昭二人条例二五・追加)                        、

附 則 (昭和二人年条例第二王号)抄
(施行期 日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

附 則 (昭和五〇年条例第二六号)抄
(施行期 日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

1

附 則 (平成八年条例第二号)抄
(施行期 日)

この条例は、平成八年四月一 日から施行する。

附 則(平成一七年条例第す二号)
この条例は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則(平成二六年条例第二六号)抄
(施行期日)

1 この条例は、平成二十六年十一月二十五日から施行する。
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地域連携薬局の審査基準の考え方    ｀

本基準は、地域連携薬局 (医師若 しくは歯科医師又は薬斉J師が診療又は調剤に従事す

る他の医療提供施設 と連携 し、地域における薬剤及び医薬品の適正な使用の推進及び効

率的な提供に必要な情報の提供及び薬学的知見に基づく指導を実施するために必要な機

能を有する薬局)の認定に適用する。

(略号の説明)

法 :医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 (昭和35年法律第145号 )
則 :医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則 (昭和36年厚生省令
第1号 )

種類 条 項 イ法令の定め 審査基準の考え方 【提出書類】
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薬局であつて、その機能が、医師若

しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は

調剤に従事する他の医療提供施設と連

携しt地域における薬剤及び医薬品の

適正な使用の推進及び効率的な提供に

必要な情報の提供及び薬学的知見に基

づく指導を実施するために必要な機能

に関する次に掲げる要件に該当するも

のは、その所在地の都道府県知事の認

定を受けて地域連携薬局と称すること

ができる。

認定の要件

I.構造設備
構造設備が、薬剤及び医薬品につい

て情報の提供又は薬学的知見に基づく

指導を受ける者 (以下「利用者」とい

う。)の心身の状況に配慮する観点から

必要なものとして厚生労働省令で定め

る基準に適合するものであることも

(1)利用者が座つて 1情報の提供及

び薬学的知見に基づく指導を受け

ることができる、間仕切り等で区

切られた相談窓口その他の区画並

びに相談の内容が漏えいしないよ

う配慮した設備
2を
有すること。

(2)高齢者、障害者等の円滑な利用
に適した構造

3でぁること。

【薬局開設許可証の写し】

Oプライバシーヘの配慮

【相談窓口の写真、図面など】

1.相談窓口へ椅子を備え付けること。
2.次のような設備等をいう。
・利用者への服薬指導等を実施する際に利用する

カウンターにパーティション等の設置

。相談できる十分なスペースの確保

・他の利用者の待合場所とカウンターとの十分な

距離

・他の利用者の日線や動線に配慮した設備

・情報提供や服薬指導の内容等が他の利用者に聞

き取られないよう配慮した設備

Oバ リアフリー

【薬局の外観や待合室の写真、図面など】

3.次のような構造をいう。
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方 【提出書類】
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Ⅱ.業務を行う体制

利用者の薬剤及び医薬品の使用に関

する情報を他の医療提供施設と共有す

る体制が、厚生労働省令で定める基準

に適合するものであること。

(1)薬局開設者が、過去 1年間 1に

おいて、当該薬局において薬事に

関する実務に従事する薬剤師を、

介護保険法 (平成 9年法律第123

号)第 115条の48第 1項に規定す

る会議その他の地域包括ケアシス

テム (地域における医療及び介護

の総合的な確保の促進に関する法

律 (平成元年法律第64号 )第 2条

第 1項に規定する地域包括ケアシ

ステムをいう。以下同じ。)の構

築に資する会議
2に
継続的に参加

させていること。

(2)薬局開設者が、当該薬局におい
て薬事に関する実務に従事する薬

剤師が利用者の薬剤及び医薬品の

使用に関する情報について地域に

おける医療機関に勤務する薬剤師

その他の医療関係者に対して随時

報告及び連絡することができる体

制を備えていること。

(3)薬局開設者が、過去 1年間にお
いて、当該薬局において薬事に関

する実務に従事する薬剤師に利用

者の薬剤及び医薬品の使用に関す

る情報について地域における医療

・利用者の動線や利用するエリア等を考慮 した

手すりの設置

・段差のない入日の設置

・車いすでも来局できる構造 等

O会議への参加

【過去1年間の参加実績一覧など】

1.過去 1年間とは、認定申請又は認定更新申請の
前月まで期間。開設 して 1年に満たない薬局に ―

おいては、開設から認定の申請までの期間。

(以下同じ)

2.会議とは、地域包括ケアシステムの構築のため
の、次のょうな地域住民を含む地域における総

合的なチエム医療・介護の活動のこと。

次に掲げる活動が行われていること。

・介護保険法 (平成 9年法律第123号 )第 115条

の48で規定され、市町村又は地域包括支援セ

ンタエが主催する地域ケア会議
,指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準 (平成11年厚生省令第98号)第 13

条第 9号で規定され、介護支援専門員が主催す

るサービス担当者会議

・地域の多職種が参加する退院時カンファレン

ス

等

O他の医療提供施設との報告・連絡体制

【服薬情報提供書 (ト レエシングレポート)の様式など】

O他の医療提供施設との連携実績

【過去¬年間の提供情報実績一覧など】

1ビ 実績は、次に掲げるものであること。

(1)利用者の入院に当たつての情報共有

(2)医療機関からの退院に当たって情報共有

-2-
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方 【提出書類】

1

機関に勤務する薬剤師その他の医

療関係者に対して月平均30回以上

報告及び連絡させた実績
1が
ある

こと。

(4)薬局開設者が、当該薬局におい
て薬事に関する実務に従事する薬

剤師が利用者の薬剤及び医薬品の

使用に関する情報について地域に

おける他の薬局に対して報告及び

連絡することができる体制を備え

ていること。

地域の患者に対し安定的に薬剤を供

給するための調剤及び調剤された薬剤

の販売又は授与の業務を行う体制がて

厚生労働省令で定める基準に適合する

ものであること志

(1)開店時間外であつても、利用者
からの薬剤及び医薬品に関する相

談に対応する体制を備えているこ

と。           .
(2)休日及び夜間であつても、調剤
の求めがあった場合には、地域に

おける他の薬局開設者と連携して

対応する体制を備えていること。
.(3)在

庫として保管する医薬品を必

要な場合に地域における他の薬局

開設者に提供する体制を備えてい

ること。

(4)薬局開設者が、麻薬及び向精神
薬取締法 (昭和28年法律第14号 )

第 2条第 1号に規定する麻薬の調

剤に応需するために同法第 3条第

1項の規定による麻薬小売業ィ者の

免許を受け、当該麻薬の調剤の求

めがあった場合には、当該薬局に

おいて薬事に関する実務に従事す

る薬剤師に当該薬局で調剤させる

体制を備えていることヽ。

(5)無菌製剤処理を実施できる体制
(則第11条の 8第 1項ただし書の

規定により他の薬局の無菌調剤室

を利用して無菌製剤処理を実施す

る体制を含む。)を備えているこ

と。

3

６
　
の
　
２

１０
　
の

２

(3)外来の利用者に関して医療機関と情報共有

(4)居宅等を訪問して情報提供や指導を行い、

その報告書を医療機関へ提出して情報共有

O他の薬局に対する報告・連絡体制  |

【利用者の服薬情報を連絡する際の方法等を示した手順書等

の写しなど】   |

O開店時間外の相談応需体制

【開店時間外の連絡先を記載した文書・薬袋など】

O休 日・夜間の調剤応需体制

【休日夜間当番薬局一覧など】

○地域の薬局への医薬品供給体制

【過去1年間で分譲した実績 (伝票)の写しなど】

O麻薬調剤実施体制
´

【麻薬小売業者免許証の写し】

【過去1年間で提供した情報の写しなど】

O無菌調剤実施体制

【無菌製剤処理設備の写真、利用に係る契約書の写し、利用

者へ近隣薬局を紹介する書類など】

1.次のいずれかの体制を備えていること。
(1)自局において無菌製剤処理を実施

(2)他の薬局の当該無菌調剤室を利用して無菌製
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方 【提出書類】

(6)薬局開設者が、医療安全対策に
係る事業に参加することその他の

医療安全対策を講じている
1こ

と。

(7)当該薬局に常勤 1と して勤務し
ている薬剤師の半数以上が、当該

薬局に継続して 1年以上常勤とし

て勤務争している者であること。

(8)当該薬局に常勤として勤務して
いる薬剤師の半数以上が、地域包

括ケアシステムに関する研修を修

了した者 lで あること。

剤処理を実施

(3)無菌製剤処理を実施できる適切な薬局を紹介

| (ただし、紹介する薬局をあらかじめ確保す

るなど、その手順を手順書等に明確にしてい

ること)

O医療安全対策

【医療安全対策の状況がわかる書類 (副作用報告の写しな

ど)】

1.次のような取組が行われていること。
口厚生労働省から公表している各種資材の活用

・医薬品に係る副作用等の報告の対応

・案局ヒヤリ・ハット事例収集 i分析事業への参加

・製造販売業者による市販直後調査への協力

・医薬品リスク管理計画 (RMP:Risk Management

Plan)に基づく患者向け資料の活用

・独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)

が実施している「医薬品医療機器情報配信サー

ビス」 (PMDAメ ディナビ)等を活用した服薬

指導等の対応 等

O常勤薬剤師の配置

【薬局の薬剤師の勤務一覧など】   ・

1.原則として、当該薬局に週当たり32時間以上

勤務していること。

・勤務する薬剤師が、育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律に基づき所定労働

時間が短縮されている場合は、週32時間未満であっても

常勤としで取り扱つて差し支えない。当分の間は、週24

時間以上かつ週4日以上の勤務であれば常勤として取り

扱うЬ

・常勤として勤務している薬剤師が、在籍期間中に労働基

準法に基づく産前休業若しくは産後休業又は育児・介護

休業法に基づく育児体業若しくは介護休業を取得した場

合は、当該休業期間を除いた期間に 1年以上常勤として

勤務していれば、当該規定の対象となる薬剤師として取

り扱つて差し支えない。

2.原則として、認定申請又は認定更新申請の前月
までに継続して 1年以上常勤として当該薬局に

勤務している場合が該当すること。

O研修修了薬剤師の配置

【研修修了証の写し】

1.健康サポィ ト薬局に係る研修実施要綱に基づき

研修実施機関が実施した健康サポー ト薬局に係る

研修を修了した者として修了証の交付を受けた者

をいうも     ′
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方 【提出書類】

貝1
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２

4

(9)薬局開設者が、当該薬局におい
て薬事に関する実務に従事する全

ての薬剤師に対し、 1年以内ごと

に、前号の研修又はこれに準ずる

研修を計画的に受けさせているこ

と志

(10)― 当該薬局において薬事に関す

る実瀦に従事する薬剤師が、過去

1年間において、地域における他

の医療提供施設 (医療法 (昭和23

年法律第205号)第 1条の 2第 2

項に規定する医療提供施設をい

う。以下同じ。)に対し、医薬品

の適正使用に関する情報を提供し

ていること。

居宅等 (薬剤師法 (昭和35年法律第

146号 )第 22条に規定する居宅等をい

う。以下同じ。)における調剤並びに

情報の提供及び薬学的知見に基づく指

導を行う体制が、厚生労働省令で定め

る基準に適合するものであること。

(1)居宅等における調剤並びに情報の

提供及び薬学的知見に基づく指導

について、過去 1年間において月

平均 2回以上実施した実績 1があ

ること。ただし、都道府県知事が

別に定める場合にあっては、月平

均 2回未満であつて当該都道府県

知事が定める回数以上実施した実

績があることをもつてこれに代え

ることができる2。

(2)高度管理医療機器又は特定保守管

理医療機器の販売業の許可を受

け、訪問診療を利用する者に対し

必要な医療機器及び衛生材料を提

供するための体制を備えているこ

と。

O薬局内の研修の実施

【研修状況の二覧など】

O地域の医療情報室 (DI室)機能
【過去1年間における他の医療提供施設に対して情報を提供

したことがわかる書類など】

O在宅医療に関する取組の実績

【過去1年間の実績一覧など】

1.実績として計上する回数は、居宅等を訪問して

指導等を行つた回数のこと。

い複数の利用者が入居している施設を訪間した場

合は、調剤の業務並びに情報の提供及び薬学的

知見に基づく指導を行つた人数にかかわらず 1

回とすること

'同一人物に対する同一日の訪問は、訪問回数に

かかわらず 1回とすること     
―

2.実績は月平均 2回以上とする。   .
O医療機器等の提供

【高度管理医療機器等販売業等の許可証の写し】
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考資料 3

専門医療機関連携薬局の審査基準の考え方

本基準は、専門医療機関連携薬局 (医師若 しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に

従事する他の医療提供施設と連携 し、薬剤の適正な使用の確保のために専門的な薬学的知

見に基づく指導を実施するために必要な機能を有する薬局)の認定に適用する。 
｀

の説明)

法 :医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 (昭和35年法律第145号 )

則 :医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則 (昭和36年厚生省令

第1号 )

種類 条 項 法 令 の 定 め 審査基準の考え方 【提出書類】

貝ll

法

法

貝1

１０

の

３

６

の

３

刊

1

1６
　
の

３

2１０
　
の

３

傷病の区分

厚生労働省令で定める傷病の区分 (以下

「傷病の区分」という。)は、がんとす

る。

薬局であつて、その機能が、医師若しく

は歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従

事する他の医療提供施設と連携し、薬剤の

適正な使用の確保のために専門的な薬学的

知見に基づく指導を実施するために必要な

機能に関する次に掲げる要件に該当するも

のは、厚生労働省令で定

めるがんその他の傷病の区分ごとに、その

所在地の都道府県知事の認定を受けて専門

医療機関連携薬局と称することができる。

認定の要件      :
I.構造設備
構造設備が、薬剤及び医薬品について情

報の提供又は薬学的知見に基づく指導を受

ける者 (以下「利用者」という。)の心身の

状況に配慮する観点から必要なものとして

厚生労働省令で定める基準に適合するもの

であること。

(1)利用者が座つて1情報の提供及び薬
学的知見に基づく指導を受けること

ができる個室その他のプライバシー

の確保に配慮した設備
2を
有するこ

(2)高齢者、障害者等の円滑な利用に
適した構造であること。

と

【薬局開設許可証の写し】

Oプライバシーヘの配慮

【相談窓口の写真、図面など】

1.相談窓ロヘ椅子を備え付けること。
2.次のような設備をいう。
・個室

・個室に限らず、服薬指導等を行うカウンタ

ーのある場所や利用者の待合スベースから

十分離れていて、プライバシーに配慮した

場所

Oバ リアフリエ

【薬局の外観や待合室の写真t図面など】

(地域連携薬局に同じ)

1



ハ考資料 3

種類 条 項 法 令 の 定 め 審査基準の考え方 【提出書類】

法

貝J

６

の

３

　

‐０

の

３

1

3

Ⅱ.業務を行う体制

利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する

情報を他の医療提供施設と共有する体制

が、厚生労働省令で定める基準に適合する

ものであること。

(1)薬局開設者が、過去 1年間におい
て、当該薬局において薬事に関する実

務に従事する薬剤師を、利用者の治療

方針を共有するために傷病の区分に

係る専門的な医療の提供等を行う医

療機関 (以下「当該医療機関」という。)

■との間で開催される会議に継続的に

参加させていること。

(2)薬局開設者が、当該薬局において
薬事に関する実務に従事する薬剤師

が当該薬局を利用する傷病の区分に

該当する者の薬剤及び医薬品の使用

に関する情報について当該医療機関

に勤務する薬剤師その他の医療関係

者に対して随時報告及び連絡するこ

とができる体制
1を
備えていること。

(3)薬局開設者が、過去 1年間におい
て、当該薬局において薬事に関する

実務に従事する薬剤師に当該薬局を

利用する傷病の区分に該当する者の

うち半数以上の者の薬剤及び医薬品

の使用に関する情報について当該医

療機関に勤務する薬剤師その他の医

療関係者に対 して報告及び連絡させ

1があること。

○会議への参加

【過去 1年間の参加実績一覧など】

1.厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点

病院等及び都道府県が専門的ながん治療を提

供するものとして認めた次の医療機関のこ

と。

○他の医療提供施設との報告・連絡体制

【服薬情報提供書 (ト レーシングレポート)の様ぶな

ど】

1次のような体制をいう。
(1)がん治療を行つた医療機関における患者

の治療方針 (レジメン等)を理解し、患者

の服薬情報を把握するとともに、副作用等

の必要な情報を入手し、がん治療に係る医

療機関の医師、薬剤師等に提供できる体制

(2)外来化学療法で治療を受けているがん患

者が在宅医療に移行する際には、主治医の

指示等に基づいて居宅等を訪問する薬局の

薬剤師が適切に薬学的管理を行うため、専

門医療機関連携薬局が当該医療機関の治療

方針や服薬情報を薬局に提供できる体制

O他の医療提供施設との連携実績

【過去1年間の提供情報実績一覧など】

1.実績は、次に掲げるものであること。
・薬局薬剤師から医療機関の薬剤師その他の

医療機関へ、薬局で処方箋を応需している

がん患者数のうち半数以上の者についての

情報提供実績      
′

ヽ

Oがん診療連携拠点病院等

2友医療圏 医療糧関名 病院の種類

岩 国 岩国医療センター 地域がん診療連携拠点病院

柳 井 周東総合病院 地域がん診療連携拠点病院

周 南 徳山中央病院 封
"域
がん診療連犠1,「点病院

山口・防府
山口県立総合医療セ

ンター 地域がん診療連携拠点病院

宇部・小野田
山口大学医学部附属

病院 都道府県がん診療連携拠点病院

下 関 済生会下関総合病院 地域がん診療連携拠点病院

長 岡 長門総合病院 地域がん診療病院

萩 蔀汽 軍病隣 地域がん診療病院
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考資料 3

種類 条 項 法 令 の 定 め 審査基準の考え方 【提出書類】

６

の

３

‐０

の

３

1

(4)薬局開設者が、当該薬局において
薬事に関する実務に従事する薬剤師

が当該薬局を利用する傷病の区分に

該当する者の薬剤及び医薬品の使用

に関する情報について地域における

他の薬局に対して報告 及び連絡す
ることができる体制を備えているこ

と。

専門的な薬学的知見に基づく調剤及び指

導の業務を行う体制が、厚生労働省令で定

める基準に適合するものであること。

(1)開店時間外であつても、利用者か
らの薬剤及び医薬品に関する相談に

対応する体制を備えていること。

(2)休日及び夜間であつても、調剤の
求めがあった場合には、地域におけ

る他の薬局開設者と連携して対応す

る体制を備えていること。

(3)在庫として保管する傷病の区分に
係る医薬品を、必要な場合に地域に

おける他の薬局開設者に提供する体

制を備えていること。

(4)薬局開設者が、麻薬及び向精神薬
取締法 (昭和28年法律第14号 )第 2

条第 1号に規定する麻薬の調剤に応

需するために同法第 3条第 1項の規

定による麻薬小売業者の免許を受

け、当該麻薬の調剤の求めがあった

場合には、当該薬局において薬事に

関する実務に従事する薬剤師に当該

薬局で調剤させる体制を備えている

こと。

(5)医療安全対策に係る事業への参加
その他の医療安全対策を講じている

こと。

(6)当該薬局に常勤として勤務してい
る薬剤師の半数以上が、当該薬局に

継続して 1年以上常勤として勤務し

ている者であること。

(7)傷病の区分に係る専門性の認定を
受けた常勤の薬剤師

1を
配置している

こと。

○他の薬局に対する報告・連絡体制

【和I用者の服薬情報を連絡する際の方法等を示した手順

書等の写しなど】

O開店時間外の相談応需体制

【開店時間外の連絡先を記載した文書・薬袋など】

O休 日・夜間の調剤応需体制

【休日夜間当番薬局一覧など】

O地域の薬局への医薬品供給体制

【過去 1年間で分譲した実績 (伝票)の写しなど】

○麻薬調剤実施体制

【麻薬小売業者免許証の写し】

【過去1年間で提供した情報の写しなど】

O医療安全対策             |
【医療安全対策の状況がわかる書類 (副作用報告の写しな

ど)】

(地域連携薬局に同じ) .
O常勤薬剤師の配置

【薬局の薬剤師の勤務=覧など】

(地域連携薬局に同じ)

O専門性のある薬剤師の配置

【認定証の写し】

1.規則第 10条の 3第 6 I百に 報申す る基盗 に 基

づき厚生労働大臣に届け出た団体が認定する
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種類 条 項 法 令 の 定 め 審査基準の考え方 【提出書類】

(8)薬局開設者が、1当該薬局において
薬事に関する実務に従事する全ての

薬剤師に対し、 1年以内ごとに、傷

病の区分ごとの専門的な薬学的知見

に基づく調剤及び指導に関する研修

を計画的に受けさせていること。

(9)当該薬局において薬事に関する実
務に従事する薬剤師が、地域におけ

る他の薬局に勤務する薬剤師に対し

て、傷病の区分ごとの専門的な薬学

的知見に基づく調剤及び指導に関す

る研修を継続的に行つていること。

(10)当 該薬局において薬事に関する実

務に従事する薬剤師が、過去 1年間

において、地域における他の医療提

供施設に対し、傷病の区分ごとの医

薬品の適正使用に関する情報を提供

していること。

者であること。

O薬局内の研修の実施

【研修状況の一覧など】

O地域の他の薬局への研修の実施

【研修開催実績の一覧、研修資料など】

O地域の医療情報室 (DI室 )機能
【過去1年間における他の医療提供施設に対して情報を

提供したことがわかる書類など】
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